
平成２４年３月２７日

都市局まちづくり推進課

「都市再生特別措置法施行令の一部を改正する政令」について

１．背景

近年における不動産市場の状況が厳しく、都市開発事業の立上げを下支えする

必要がある中、比較的小規模であったとしても優良な都市開発事業を支援し、都

市再生整備計画に基づく都市の再生を引き続き推進するため、三大都市圏の近郊

整備地帯等及び政令指定都市の都市再生整備計画の区域内において、民間事業者

が国土交通大臣による民間都市再生整備事業計画の認定を申請することができる

都市再生整備事業の規模の特例の適用期間を延長する。

２．概要

次の①～④の区域について、都市再生整備計画の区域内において民間事業者が

国土交通大臣による民間都市再生整備事業計画の認定を申請することができる都

市再生整備事業の規模（原則0.5ha以上）を0.2ha以上とする特例の適用期間を平

成27年３月31日まで延長する。

① 首都圏整備法（昭和31年法律第83号）第２条第４項に規定する近郊整備地帯

② 近畿圏整備法（昭和38年法律第129号）第２条第４項に規定する近郊整備区域

③ 中部圏開発整備法（昭和41年法律第102号）第２条第３項に規定する都市整備

区域（首都圏、近畿圏及び中部圏の近郊整備地帯等の整備のための国の財政上

の特別措置に関する法律施行令（昭和41年政令第318号）第１条に規定する区域

を除く。）

④ 指定都市の区域

３．今後のスケジュール

閣 議： 平成２４年３月２７日（火）

公布・施行： 平成２４年３月３０日（金）
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